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　投稿

市町村合併が保健（師）活動に及ぼした影響
－人口規模別の比較検討－
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＊ ５ 秦野市福祉部高齢介護課主査　＊ ６ 広島大学大学院教授

目的　2006年11月，全自治体1,840市町村（特別区を除く）を対象に行った質問紙調査をもとに，
合併を行った自治体について，合併が保健（師）活動に与えた影響を人口規模別に比較検討し
た。

方法　事前に電話で協力を依頼し，了解が得られた974市町村の保健活動の責任者（保健師）に，
郵送で調査票を配布し，記名により郵送で回収した（回収率52.9％）。このうち平成元年以降
に合併を実施した329市町村（調査時点での全国合併市町村の58.4％）を分析した。使用した
項目は，市町村の概況，保健部門の組織基盤，保健師配置と確保状況，保健事業および保健師
活動に関する項目である。

結果　合併後の旧保健センターの機能位置づけは，どの人口規模も「変化なし・対等」が一番多
かった。「本所と分所」は人口規模が大きいほど多く，「 １ カ所に集約」は人口規模が小さいと
ころが多かった。保健事業に関する権限は，どの人口規模も「所管課に集中化」「ほぼ集中」
が多数で約80％を占めた。旧市町村の保健師配置は， ３ 万人以上の市町村では「支所に配置」
が62.8～78.4％， ３ 万人未満では半数程度であった。旧市町村で展開していた質の高い事業は，
１ 万人未満で「当該地域で継続」が一番多く，「全市町に拡大して実施」は １ ～ ３ 万人未満が
50％と一番高かった。合併後の保健師の業務形態は，「地区分担制」 ５ ％，「業務分担制」9.5％，
「地区分担・業務分担の併用」82.3％であり， １ 万人未満の市町村で「業務分担制」が23.1％
と一番多かった。保健師の担当分野が「合併後に専門分化された」のは ３ ～ ５ 万人未満で一番
多く，「専門分化ではなく他領域を対象とする傾向」が １ 万人未満で一番多かった。

結論　多くの新市町で保健事業に関する権限は支所になく，保健師の配置も十分でない状況が明ら
かになり，広範囲の地域を対象とした住民ニーズの把握方法や関係機関との連携・協働のあり
方を検討していくことが必要であると考えられた。新市町において，保健師は地域診断を行っ
て地域特性や課題を把握し，課題解決に向けて実現可能な活動について職場で共有し，質の高
い活動を展開していくことが必要であり，そのための手法の確立が今後の課題であると考えら
れた。

キーワード　市町村合併，保健（師）活動，人口規模，保健事業

Ⅰ　は　じ　め　に

　わが国では，地方分権の推進，行財政基盤の

脆
ぜいじゃくか

弱化等から，基礎自治体である市町村の合併
が進み，平成11年 ３ 月末に3,232あった市町村
は，平成20年11月現在，1,782となっている。
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市町村合併により，自治体の多くの部署が
再編や統合などの変更を余儀なくされ，地
域保健活動や保健師活動，住民サービスに
大きな影響を与えたことが推測される。し
かしながら，これらの影響を具体的に調査
した研究は，一部の府県や市町村の報告に
とどまるものが多く1）－9），全国的に調査し
たものは少ない。その中で尾島10）は
合併市町村における保健活動の現状
分析を行っているが，いわゆる平成
の大合併が一段落する前の平成16年
の調査であった。
　そこで，市町村合併（以下，合
併）を行った自治体における保健師
および保健活動や住民サービスの具
体的実態を把握し，それらの維持・
向上のための対策・戦略を明らかに
することを目的に，平成18年11月に，
全自治体を対象として地域保健の推進・展望に
関する質問紙調査を行った。このうち，合併の
有無別にみた保健（師）活動の影響については
先に報告した11）。本論文では合併を行った自治
体について，合併が保健師および保健活動に与
えた影響を人口規模別に比較し，合併後の市町
村保健（師）活動について検討したので報告す
る。

Ⅱ　研　究　方　法

　対象は特別区を除く全自治体1,840市町村
（平成18年11月の調査時点）のうち，事前に電
話で協力を依頼し，了解が得られた974市町村
の保健活動の責任者（保健師）である。郵送で
調査票を配布し，記名により郵送で回収した
（回収率52.9％）。今回はこのうち，平成元年
以降に合併を実施した329市町村（調査時点で
の全国合併市町村の58.4％）を分析対象とした。
　倫理的配慮については，広島大学医学部倫理
委員会の承認を得るとともに，調査票の回収を
もって同意を得たと判断した。
　分析に使用した項目は，合併した市町村の概
況，保健部門の組織基盤，保健師配置と確保状

況，保健事業および保健師活動に関する項目で
ある。人口規模別（ １ 万人未満， １ ～ ３ 万人未
満， ３ ～ ５ 万人未満， ５ ～10万人未満，10万人
以上）に比較を行った。統計的分析にはχ2検定
を行い，ｐ＝0.05未満を有意差ありとした。統
計的分析にはSPSS for Windows 14.0Jを用い
た。

Ⅲ　結　　　果

（ １）　合併した自治体の概況
　分析対象とした329市町村の人口規模は，
１ 万未満が4.3％， １ ～ ３ 万未満20.4％， ３ ～
５ 万未満21.3％， ５ ～10万未満26.7％，10万以
上27.4％であった。合併形態は「新設合併（以
下，新設）」72.0％，「編入合併（以下，編入）」
28.0％，合併前市町村数は ２ 以下が35.3％， ３
～ ４ が41.6％， ５ 以上が21.9％であった。合併
期間については， １ 年未満が31.0％， １ ～ ２ 年
未満が50.2％， ２ ～ ３ 年未満が14.9％， ３ ～ ５
年未満が2.4％， ５ 年以上未満が1.2％と，ほと
んどが合併後 ３ 年未満であった。
　人口規模別に合併形態をみると，人口規模が
小さいほど新設が多く，人口規模が大きいほど

表 1　人口規模別の合併形態
（単位　人，（　）内％）

人口規模

全体 １ 万人
未満

１ ～ ３ 万
人未満

３ ～ ５ 万
人未満

５ ～10万
人未満

10万人
以上

新設 224(72.0) 13(100.0) 60(90.9) 56(83.6) 62(73.8) 33(40.7)
編入 87(28.0) -(　　　　-) 6(　9.1) 11(16.4) 22(26.2) 48(59.3)

注　χ2検定，ｐ＝0.000

表 2　合併後の保健センターの機能位置づけの変化
（単位　人，（　）内％）

人口規模

全体 １ 万人
未満

１ ～ ３ 万
人未満

３ ～ ５ 万
人未満

５ ～10万
人未満

10万人
以上

変化なし・対等 129(40.6) 8(57.1) 23(36.5) 31(44.3) 31(35.6) 36(42.9)
本所と分所 87(27.4) 2(14.3) 17(27.0) 14(20.0) 23(26.4) 31(36.9)
１ カ所に集約 50(15.7) 3(21.4) 13(20.6) 13(18.6) 16(18.4) 5(　6.0)
縮小廃止 19(　6.0) 1(　7.1) 3(　4.8) 4(　5.7) 7(　8.0) 4(　4.8)
その他 33(10.4) -(　　　-) 7(11.1) 8(11.4) 10(11.5) 8(　9.5)

注　χ2検定，ｐ＝0.384
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編入が有意に多かった（ｐ＝0.000）（表 １）。
また，人口規模が大きいほど合併市町村数が多
かった。合併後の市町村内に地区活動に特別配
慮の必要な地区があるかどうかについては，人
口規模別に有意差はみられなかった。

（ ２）　保健部門の組織基盤状況
　合併後の旧市町村にあった保健センターの機
能位置づけの変化は，どの人口規模においても

「変化なし・対等」が一番多かった。また，本
所（基幹保健センター）と分所（ステーショ
ン）になったと回答した割合は人口規模が大き
いほど高く，反対に「 １ カ所に集約」と回答し
た割合は人口規模が小さいほど高かった（表
２）。それに対し保健事業に関する権限は，ど
の人口規模も「所管課に集中化」もしくは「ほ
ぼ集中」が多数を占めており，合わせると約
80％を占めた。「所管課に集中化」の回答は人

口規模 １ 万人以上が29.7～
45.7％なのに対し， １ 万人以
下の人口規模では57.1％と高
値であった。一方，「各支所
が持っている」と回答したの
は １ ～ ３ 万人未満の市町村が
一番多く23.4％であり，他の
人口規模では14.3～18.6％で
あった。合併後期間別にみる
と，合併後 ３ 年以上経過した
市町村で「各支所が持ってい
る」と回答した自治体は皆無
であり，すべて「所管課に集
中化」「ほぼ集中化」してい
た。また，新設市町村におい
ては権限を「各支所が持って
いる」のは21.6％であったの
に対し，編入市町村ではわず
か7.1％であった。

（ ３）　保健師の配置と確保状況
　旧市町村の地域活動に配慮
するための保健師配置では，
人口 ３ 万人以上の市町村では
62.8～78.4％が「支所に配
置」していたが， ３ 万人未満
では半数程度しか配置がな
かった。「本庁一本化で地区
担当を置く」は，人口10万人
以上が他の人口規模と比較し
て少なかった（表 ３）。
　保健師の確保状況は，どの
人口規模においても十分確保

表 3　地域活動に配慮するための保健師配置
（単位　人，（　）内％）

人口規模

全体 １ 万人
未満

１ ～ ３ 万
人未満

３ ～ ５ 万
人未満

５ ～10万
人未満

10万人
以上

支所に配置 213(65.7) 8(57.1) 35(53.0) 47(67.1) 54(62.8) 69(78.4)
本庁一本化で地区担当を置く 68(21.0) 3(21.4) 20(30.3) 15(21.4) 22(25.6) 8(　9.1)
旧市町村に固執しない 13(　4.0) -(　　　-) 5(　7.6) 2(　2.9) 2(　2.3) 4(　4.5)
全市町一律で活動 21(　6.5) 2(14.3) 5(　7.6) 5(　7.1) 3(　3.5) 6(　6.8)
その他 9(　2.8) 1(　7.1) 1(　1.5) 1(　1.4) 5(　5.8) 1(　1.1)

注　χ2検定，ｐ＝0.064

表 4　保健師の確保状況
（単位　人，（　）内％）

人口規模

全体 １ 万人
未満

１ ～ ３ 万
人未満

３ ～ ５ 万
人未満

５ ～10万
人未満

10万人
以上

十分確保できている 6(　1.9) -(　　 -) 3(　4.5) -(　　 -) 2(　2.4) 1(　1.1)
ほぼ確保できている 111(34.7) 5(35.7) 27(40.3) 20(29.9) 24(28.2) 35(40.2)
あまり確保できていない 185(57.8) 8(57.1) 34(50.7) 40(59.7) 55(64.7) 48(55.2)
全く確保できていない 18(　5.6) 1(　7.1) 3(　4.5) 7(10.4) 4(　4.7) 3(　3.4)

注　χ2検定，ｐ＝0.379

表 5　旧市町村における質の高い事業の活かし方
（単位　人，（　）内％）

人口規模

全体 １ 万人
未満

１ ～ ３ 万
人未満

３ ～ ５ 万
人未満

５ ～10万
人未満

10万人
以上

当該地域で継続 91(30.4) 6(46.2) 14(22.6) 18(29.5) 21(26.9) 32(37.6)
全市町に拡大 99(33.1) 2(15.4) 31(50.0) 16(26.2) 29(37.2) 21(24.7)
同様なので変化なし 109(36.5) 5(38.5) 17(27.4) 27(44.3) 28(35.9) 32(37.6)

注　χ2検定，ｐ＝0.039

表 6　委託事業，廃止事業の有無
（単位　人，（　）内％）

人口規模
ｐ値

全体 １ 万人
未満

１ ～ ３ 万
人未満

３ ～ ５ 万
人未満

５ ～10万
人未満

10万人
以上

委託事業あり 65(20.1) 1(　7.1) 13(20.0) 17(24.3) 20(22.7) 14(16.1) 0.481
廃止事業あり 121(39.3) 3(21.4) 20(31.7) 22(33.8) 35(42.7) 41(48.8) 0.100

注　χ2検定
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できているという市町村は
少なく，人口 １ 万人未満，
３ ～ ５ 万人未満ではゼロで
あり，どの人口規模におい
ても「あまり確保できてい
ない」との回答が一番多
かった（表 ４）。

（ ４）　保健事業
　保健センターの機能位置
づけにより保健事業に影響
を及ぼしたとする市町村は，
人 口 ３ ～ ５ 万 人 未 満 が
49.2％であったが，その他
の人口規模は60.0～71.4％
であり，どの人口規模にお
いても何らかの影響を及ぼ
したとする市町村が半数以
上を占めた。
　旧市町村で展開していた質の高い事業を現在
どう活かしているかについては，人口 １ 万人未
満では「当該地域で継続」が一番多く，「全市
町に拡大して実施」は，人口 １ ～ ３ 万人未満が
50％と一番多かった（表 ５）。また，委託・廃
止事業の有無については人口規模別に有意な差
はみられなかった（表 ６）。

（ ５）　保健師活動
　保健師の業務形態については，合併前はすべ
ての旧市町村が同じ業務形態をとっておらず
「 不 明 確（ 混 在 ）」 と し た 市 町 村 が17.9～
24.2％あったが（表 ７），合併後には「地区分
担制」 ５ ％，「業務分担制」9.5％，「地区分
担・業務分担併用」82.3％となっていた。 １ 万
人未満の市町村が，ほかの人口規模と比較して
「地区分担と業務分担の併用」が61.5％と一番
少なく，「業務分担制」が23.1％と一番多かっ
た（表 ８）。
　各保健師の担当分野が「合併後に専門分化さ
れた」と回答したのは ３ ～ ５ 万人未満が50.0％
と一番多く，逆に「専門分化ではなく他領域を
対象とする傾向にある」と回答したのは １ 万人

未満が53.8％と一番多かった。「以前から（専
門分化）」と回答したのは人口10万人以上が
40.2％で一番多かった（ｐ＝0.014）。また，合
併後の保健所との関係の変化については，大半
の自治体が「変化なし」との回答であった。

Ⅳ　考　　　察

　本調査の分析対象については桝本ら11）と同様
であるが，本論文の目的は，合併が保健（師）
活動に与えた影響を人口規模別に比較し，合併
後の市町村の状況をかんがみて今後の保健
（師）活動の方向性を模索することであった。
そこで，ここでは合併による保健（師）活動の
影響を，保健部門の組織基盤の変化，新市町に
おける保健行政の推進，保健師活動の今後のあ
り方の ３ 点から考察する。

（ １）　保健部門の組織基盤の変化
　合併による保健部門の組織基盤の変化は，人
口規模によって多少の違いはあったものの，旧
市町村の保健センター機能を「本所と支所」，
もしくは「対等」として，多くの市町村が保健

表 7　合併前の保健師の業務形態
（単位　人，（　）内％）

人口規模

全体 １ 万人
未満

１ ～ ３ 万
人未満

３ ～ ５ 万
人未満

５ ～10万
人未満

10万人
以上

すべての市町村が地区分担制 11(　3.5) -(　　　-) 3(　4.8) 3(　4.5) 3(　3.5) 2(　2.4)
すべての市町村が業務分担制 22(　7.0) 2(15.4) 6(　9.7) 8(11.9) 4(　4.7) 2(　2.4)
地区分担・業務分担併用 206(65.8) 8(61.5) 38(61.3) 42(62.7) 57(66.3) 61(71.8)
不明確（混在） 65(20.8) 3(23.1) 15(24.2) 12(17.9) 19(22.1) 16(18.8)
その他 9(　2.9) -(　　　-) -(　　　-) 2(　3.0) 3(　3.5) 4(　4.7)

注　χ2検定，ｐ＝0.618

表 8　合併後の保健師の業務形態
（単位　人，（　）内％）

人口規模

全体 １ 万人
未満

１ ～ ３ 万
人未満

３ ～ ５ 万
人未満

５ ～10万
人未満

10万人
以上

地区分担制 16(　5.0) 1(　7.7) 3(　4.6) 6(　9.1) 3(　3.4) 3(　3.5)
業務分担制 30(　9.5) 3(23.1) 8(12.3) 8(12.1) 7(　8.0) 4(　4.7)
地区分担・業務分担併用 261(82.3) 8(61.5) 53(81.5) 51(77.3) 73(83.9) 76(88.4)
その他 10(　3.2) 1(　7.7) 1(　1.5) 1(　1.5) 4(　4.6) 3(　3.5)

注　χ2検定，ｐ＝0.374
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センター機能を １ カ所に集約せずに支所として
残していた。にもかかわらず，支所（保健セン
ター）に保健師が配置されていないと思われる
市町も ２ 割から ４ 割ほど存在すると推測され，
特に人口規模が小さい市町村では顕著であった。
さらに，保健事業の権限はどの人口規模におい
ても約 ８ 割が「所管課に集中化」「ほぼ集中
化」していた。これらから，旧市町村の保健セ
ンターは形としては維持された形で新市町に移
行しているようであるが，多くの新市町で保健
事業に関する権限は支所になく，支所への保健
師の配置は十分でない状況が明らかになった。
合併を経た新市町の保健部門の組織は，実質的
には本庁に集中化の傾向にあり，合併後年数を
経るにつれてより顕著であると考えられた。
　藤内2）は，本庁機能と支所である保健セン
ターの役割分担について，保健センターがサー
ビスを提供するだけの場所になれば，住民との
直接的な関わりの中でニーズを把握し，健康政
策の立案から保健活動の評価を行うという行政
機関の機能を失いかねないという懸念を述べて
いる。保健センターではサービス提供や保健師
活動をより住民に近い位置で行うことができ，
住民のニーズ把握を肌で感じることが出来る。
しかし，その決定権を保健センターでなく本庁
が持つのであれば，本庁と支所である保健セン
ター間のコミュニケーションや連携をよりいっ
そう密にして，所管課と支所間での情報が途切
れてしまわないように活動を行っていくことが
必須であろう。
　また，野中12）は，本庁と支所での分散配置で
は情報や気持ちの共有化，徹底に困難さが生じ
非効率であったことから，合併 ３ 年目に集中配
置に変えたという経過を報告した。新市町の状
況や人口規模によって本庁と支所との役割を分
けざるを得ないところもあるだろう。また本庁
と支所間の連携の難しさが読み取れる。しかし，
この事例では，変更に関して保健師全員で課題
を共有し検討を行い，全員の合意をもって決定
していた。このように新市町としてどのような
健康政策を行っていくのか，また住民にとって
どうすることがよいのかを，職場内で共有し，

しっかりと検討を行ったことは非常に重要であ
ると考えられる。併せて，パートナーである住
民とも課題を共有し，議論を交わしていくこと
も必要であろう。新市町の状況に合わせ，保健
師が住民と一体になり新市町のあり方を考えて
いく，そのような協働が今後求められるのでは
ないだろうか。
　一方，本庁に集中配置となった場合は，住民
との距離が遠くなることが多く報告されてい
る4）－10）。そのような中で健康政策を立案・実
施・評価をする際に，住民や関係機関とともに
考え議論していくために，広範囲の地域を対象
とした住民ニーズの把握方法や関係機関との連
携・協働のあり方を検討していくことも今後の
課題であると考えられた。

（ ２）　新市町における保健行政の推進
　保健事業については，先に述べた保健部門の
組織基盤の変化により，半数以上の市町村が保
健事業に影響を受けたと報告していた。その １
つに，旧市町村で展開していた質の高い事業の
取り扱いがある。旧市町村の質の高い事業は，
新市町となった自治体の半数で拡大展開するこ
とができていなかった。調査時点では，当該地
域で継続している市町が多かったが，旧市町村
事業を旧市町村単位で残すと，市町村側も住民
も表面的には大きく変化することは少なく，大
きな混乱も少ないと推測される。しかし，全市
をひとつとして捉えると，やがて不均衡・非効
率という問題が浮かびあがり，一定期間後に廃
止となってしまうことも多いのではないだろう
か。必ずしも合併したすべての市町村で，旧市
町村の質の高い事業をそのまま新市町に拡大す
ることが妥当ということではない。重要なこと
は，新市町として新たに地区特性を把握するこ
と，つまり新市町における地域診断を実施する
ことであると考える。その結果，旧市町村単位，
あるいは新たな地域特性に応じた区分単位ごと
の事業展開がよいのか，もしくは全住民に拡大
することが必要なのかを検討し，行政として公
平性を保った事業展開を行っていくべきであろ
う。



第57巻第 ７ 号「厚生の指標」2010年 ７ 月

―　 ―6

　住民参加型の保健福祉サービスの提供には，
日常生活圏域の把握が重要であるという指摘が
ある13）。市町村合併により基礎自治体が広域化
されても，住民の日常生活圏域はほとんど変わ
らなかった13）ことからも，日常生活圏域は自治
体が提供するサービスや事業における実施範囲
を規定するひとつのキーワードとなるかもしれ
ない。一方，サービスを提供する側の自治体あ
るいは保健師活動においても，組織的にも合意
形成ができ，保健師活動を円滑に進めやすい人
口規模があるかもしれない。今回，人口 １ ～
３ 万人， ５ ～10万人未満の市町で，より高率に
全市に拡大実施が行われていたという結果を得
た。なぜ，これらの人口規模において事業を全
市に拡大することが出来たのか，本研究ではそ
の理由を得ることはできなかったが，適切な保
健師活動単位にも関わる論点でもあることから，
今後さらなる調査を持って検証していくことが
必要であろう。

（ ３）　保健師活動の今後のあり方
　本研究では，保健師活動の業務形態が合併後
に「地区分担制」もしくは「地区分担と業務分
担の併用」となった市町村が ８ 割強あり，何ら
かの形で地区分担制を採用している市町村が大
半を占めていることが明らかになった。合併前
の「不明確（混在）」の市町村において，合併
を機に活動形態の整理が行われ，地区分担制が
取り入れられたことがうかがえる。合併当初は
業務分担制をとっていたが，住民の顔が見えに
くくなり合併 ３ 年後に業務分担制と合わせて地
区分担制もとるようにしたという市町村もあ
り4），地区分担制が合併後年数を経て改めて取
り入れられてきている現状もうかがえた。住民
ニーズが多様化した今日， １ 人の保健師が単に
担当していればいいという時代ではないと述べ
られていることからも14），保健師が地域を単位
として広く様々な領域に対応していくのか，そ
れとも専門特化し，より複雑多様な健康問題に
的確に対応していくことが必要なのか，それぞ
れの市町の状況により綿密に検討していくこと
が必要であろう。本研究では人口10万人以上に

おいては以前から， ３ ～10万人未満においては
合併を機に保健師の担当分野が専門分化され，
逆に ３ 万人未満は多領域を対象にする傾向にあ
るとの結果であったことから，人口規模により
保健師が担当する分野はかなり異なっているこ
とが推察される。特に人口規模が大きくなれば，
自治体の組織そのものが細分化されているため，
保健師活動もそれぞれの業務の専門性に特化し
て活動していることが多いと思われる。しかし，
地域特性を活かし住民と双方向性を持った活動
は保健師の原点である。地域の特性を活かした
活動を進めていきつつ，業務分担でより専門化
した活動も行っていくという，地区分担と業務
分担を併用した重層的な活動形態が，今後求め
られていくのではないかと考えられた。
　合併により行政の組織基盤は変化し，物理的
距離や面積も広くなった結果，地域が見えない，
住民との距離が広がったとの報告も多く存在す
る4）10）。しかし，時代の流れとともに行政の役
割そのものが変化しており，市町村保健師に求
められる役割も当然変わってきていると考えら
れる。そのような中，保健師活動にとって合併
を意義あるものとしていくためには，旧市町村
の枠組みにとらわれず，新市町としての地域を
把握し，明らかになった課題・地域特性，さら
には市町村のマンパワーの現状を考慮したうえ
で，新市町の保健師として課題解決に向けて実
現可能な活動は何かということを職場で共有し，
質の高い保健師活動を効果的に展開していくこ
とが必要であり，そのための手法について確立
していくことが今後の課題であると考えられた。
　なお本論文は，平成17年度～19年度に行った
厚生労働科学研究費補助金（地域健康危機管理
研究事業）「市町村合併に伴う地域保健事業お
よび自治体事務の影響評価と今後の効率的推進
策に関する研究」（主任研究者：烏帽子田彰，
広島大学大学院教授）の一部である。
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